●令和７年度（令和７年4月1日～令和８年3月31日）の処遇加算金の支給要件
1. 支給対象
株式会社ゆとりに勤務する介護従事職員を対象。支給月に勤務実績があり、末日まで在籍している介護職従事者を対象とし、下記項目について、協力など取組んだものを対象とする。
以前または支給対象期間中に職場内での虚偽報告、会社の名誉を傷つける等

ルールや規律違反行為があったものは、減額または停止し、返還等を行う。
　　研修参加（遅刻・早退は再度出席）
宣言書提出（資格証を含めるが前年時チュック提出者は、資格証提出は不必要）
2.支給対象期間と支給期日について　　（※昨年から継続）
　　　対 象 期 間　　　　   　　　　　　 　支給月の給料日

4月　～　6月　　　　　→　　　　　　　　　9月

7月　～　9月　　　　　→　　　　　　　　 11月

10月 ～  12月　　　　　→　　　　　　　　　2月

1月　～　2月　　　　　→　　　　　　　　　3月

3月　　　　　　　　　　→　　　　　　　　 7月
3.支給制限について

　　処遇改善加算金は、原則、試用期間（正職最初の1カ月常勤22日間・パート最初の30時間・夜勤二人対応期間）は支給しない。

　　評価調整金額発生時に支給月に在籍していないものには支給できません。
　　個々の有する資格や処遇により、上限額がある。
　　
　　

　　
4.研修について　（※昨年から継続）　　日時は変更の可能性あり
　　5月・6月・7月に全職員を対象とした研修を行います。

　　この研修は介護知識や技術向上を目指すものであり、出席が必須です。

　　どちらか一回は必ず出席すること。（2時間半程度）

内容：　身体拘束等虐待防止・認知症の理解・個別ケア　等
　　場所：　のぞみ2階会議室　臨時の研修は予定なし
　　日時：　令和６年5月　日（金）終了　　　　18：30　～　　(ゆ と り主体)
　　　　　　令和６年6月　日（金）終了 　　　 18：30　～　　(すみよし主体)
　　　　　　令和６年7月　日（金）終了　　　　18：30　～　　(の ぞ み主体)
　　　　　　※不測の事態で延期するときは日程変更します。
　②-2　施設内での知識向上を含めた環境改善の取り組み　※昨年から継続
　　施設内で事故防止や円滑な仕事を遂行するため、毎月（令和3年5月開始）、改善

内容等を設定（今期は事故及びヒアリハットの情報共有による再発防止を主軸）と

して、報告書を作成し内容を周知し共有する。
→次月の関係書類と議事録を管理者会議で書面により報告する。
ただし、事故やヒアリハットがない場合は改善を目的としたものでも可能とする。
※周知しておきたい内容など、題材は部門長（所長または主任）が設定。

※主体担当の設定
（正職員、パート職員は問わないが主体担当は毎月変更可能とする。）
※特定処遇加算要件との同時開催可能とする。
　③環境整備　※継続
　　1.介護業務を安心安全に遂行するため、施設単位で作業軽減等の為、福祉用具の購
入を検討し、要件と運用効果を精査し、必要であれば購入する。
　　2.会社承認の実務者研修取得希望者（原則：副業職員を除く、6カ月平均128ｈ/月以上勤務の者）へ、一部費用を支給。途中断念は返却。
　　　ただし、取得証明書類を会社へ提出後、3年間は勤務することで償却とする。
　④支給金額　 　　　　　　　　　　　　　　

　　正（準）職　員　　　
介護福祉士　　　日額　　1,500円 　（  750円）　※上限２２日/月
　　　　　それ以外　　　日額    1,000円 　（  500円）　※上限２２日/月
　　パート　職　員（看護師を除く）　　
　　　　介護福祉士　　　時給      200円 　（  100円）　※上限２１２ｈ/月
　　　　　それ以外　  　時給　　　150円    (   80円）　※上限２１２ｈ/月
　　夜　勤　職　員     
正看護師     時給　　　200円　　（　100円）　※上限１６時間/日
　　     介護福祉士　　 時給      150円 　（   80円）　※上限１６時間/日
准看護師　　　時給      150円 　（   80円）　※上限１６時間/日
  　それ以外     時給      100円 　（    50円）　※上限１６時間/日
　　処遇改善等評価調整金額においては、原資から評価に対して支給する。

※送迎・訪問職員以外の65歳以上の職員に対しては（カッコ）の金額
　　　　※処遇加算金に残が生じる場合は職制と勤務時間、評価等を考慮し支給調整
を行うこととします。
　⑤-1健康増進活動への取り組み（禁煙施設へ）　※継続
　　職場環境での健康増進活動として、平成30年7月1日以降、法人敷地内へ立入る全員のタバコ（それに準する蒸気の出るアイコス等）とライター等の火器の持ち込みを禁止します。また、本職とするものの健康診断の参加と予防接種への協力。副業の者は本業での健康診断の結果の提出。昨年度の未提出者には停止とする。
　⑤-2健康増進活動への取り組み（メタボリック症候群対策）※昨年から継続
　　個々の健康維持への努力義務として、昨年の健康診断でのＢＭＩ数値の改善を目標とすること。ＢＭＩ数値の25.0を基準として25.0を超えた数値に1/3を乗じた
　　数値の改善を目標数値とすること。
⑤-3健康診断に対する対応
　要治療もしくは再検査等の結果が出たものは再度、２カ月以内に受診し、領収書（コピー可）等（受診したことがわかるもの）を添付の上、会社に報告すること。
　受診等の報告がない場合、また、眼鏡・補聴器等の補助具が必要とされる場合は使用して就業すること。出勤停止等の措置を行う。（受診・補助具費用等は自己負担）
⑥-1キャリアパス要件への協力　
　　個々の職制に対しての評価や個人目標やグループ目標に対して、評価と考課を行う。
　　各施設内で、担当をもつ。（現行の広報誌を継続し配布範囲拡大と内容の充実）
　　また、各サービス部門で、処遇改善加算金取得の為に職務を遂行する担当に対しては処遇加算担当金として、5,000円～7,500円(1回毎)を支給する。
　　また、継続勤務期間に対して　　　　　　　　　
1年以上3年未満　2,000円　3年以上6年未満　4,000円　　　　　
6年以上8年未満　6,000円 8年以上10年未満　8,000円
　　　　　　　　　10年以上　10,000円　を加算する。
　　日勤及び時給パートにおいては、前年度出勤実績160ｈ/月　にみあう勤務者は勤務時間に対応して、1時間につき10円を加算する。

　　
　⑥-2評価制度の方法変更（毎月評価の継続）
　　職員の評価は各部門の主任または管理者が毎月の管理者会議等で行う。
　⑥-3個人課題への取組み
　　達成状況を評価し、調整金額を支給する。

7 支給停止、及び、支給適用外・調整金額発生となる事例について
個人担当部分の期限内未提出　　　　　※不支給　-30％
調整金額支給対象適用外となる。

●令和７年度（令和７年4月1日～令和８年3月31日）
介護職員等特定加算金の支給要件
　平成29年12月8日に閣議で決定された介護人材確保の取り組みとして
　第2章　人づくり革命　5.介護人材の処遇改善　により、経験・技能のある職員に
重点化を図りながら、介護職員の更なる処遇改善を進めるために創設（継続内容）
（※今期より↓）
経験・技能がある介護福祉士を取得いている正職員（Ａ）とその他の正準職員（Ｂ）

を中心として、職場内での業務や環境の改善に尽力すること。
1. 支給対象期間と支給期日について
　処遇加算金と同一。
　
2.支給対象者について
　Ａ及びＢに対して支給。
●法人単位のグループ設定）
　　支給対象　　　Ａ 管 理 者・・・所長・主任等の職員を対象（介護福祉士取得者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　※運営推進会議に出席は必須
　　　　　　　　　Ｂ 正 職 員・・・Ａ以外の介護正職員、介護準正職員
　　　　　　　　　　　　　　　　　※事業所内の改善・啓発活動

　　支給対象外　　Ｃパート副業等・・・Ａ.Ｂ以外のもの
3.支給金額
　　　　　　　Ａ　24,000円(12,000)/月　　Ｂ　8,000円（4,000）/月　
※令和5年4月1日の時点で、65歳以上の職員に対しては、1/2を支給。
4.支給における取組事項
　①Ａは、管理者会議に出席し会社の方針について、事業所内で意思統一をはかる。
　　※ＡはＢ及びＣに方針等、周知する。（昨年度より継続）
　②Ｂは職場内での実行可能な業務及び環境改善についての立案

　　↓
　　ＡとＢは職場内での立案に対しての議事録（改善案記載）をＢが作成

　　↓
　　次回の管理者会議で精査

　　↓
　　職場内へ周知
③Ａは、新人介護職員の早期離脱防止の為の新人指導担当をＡ及びＢまたはＣより任命し、定着に協力する。
　④Ａは①～③が円滑進むようにアドバイス等を行い、職場環境内でのコミュニケーション円滑化に努める。また、判断等困難な場合は管理者会議での議題とすること
●介護職員等ベースアップ等支給加算金について
1. 支給対象者：職　員（ただし、処遇改善研修受講済みの方）
2. 支給期間：令和７年4月　～　令和８年3月　（12か月間）
3. 支給日：15日（給与と同日：月末〆　翌月15日支給）
4. 支給要件：社会資源への情報発信（広報誌の配信協力)
5. 支給対象：対象者介護業務に従事する全職員（試用期間等を除く）

6. 支給額：　　　　　　　 全職員      50円/時間
　　　　　　　　　　　　　※ただし、10,000円/月間
　　　　　　　
7. その他：支給財源の調整が必要な時は勤務時間や協力体制を考慮し調整。
　　　　　
※その他支給要件
職員評価加算金
個別懇談等での目標設定に対して、難易度、達成度を評価し、支給金額を算定する。
職制別評価制度を適用。
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